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第1章 序論 

1.1. 研究の背景 

1.1.1. 東日本大震災に起因する電力事業の規制緩和 

2011 年 3 月 11 日に三陸沖にて起こった東日本大震災は、日本のエネルギーシステムの

問題を浮き彫りにした。マグニチュード 9.0 にも及ぶ地震は福島の原子力発電所を破壊し、

この事故の死者は 15000 人にものぼると言われている[1]。この福島第一原子力発電所の事

故によって日本において今よりもっと安全なエネルギーを求める声が強まった。一方で複

数回の計画停電のような、電力不足の問題も持ち上がった。省エネルギーの動きも強まった

が、そもそも病院や公共施設といった施設に関して停電の危険があるというのは大きなリ

スクである。震災によってこのような事態に直面した日本では、再生可能エネルギーの導入

が急速に行われるようになり、さらに電力利用の環境においても再構築が進められた。その

動きのひとつが政府の計画する電力システムの改善計画である。この計画に関して経済産

業省資源エネルギー庁による図を図 1-1に示す。 

 

 

図 1-1.エネルギーシステム改革のスケジュール  

（資源エネルギー庁「エネルギーシステムの一体改革について」より引用[2]） 

 

エネルギーシステム改善のスケジュールは３段階に分けられ、１つめはシステム改革の

為の広域運営推進機関を建てること、２つめに上記の小売の全面自由化、最後に送配電や導

管部門の法的分離である。現在第二段階までは終了しており、エネルギー自由化の計画も順

調に進んでいる。このような計画を進める中で、エネルギーシステム改革の目標は２つある。
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１つは革新的な技術からくるイノベーションによる日本の成長である。もうひとつはエネ

ルギー選択の自由による消費者の効用の拡大である。電力自由化が広がった場合、一般家庭

だけでなく、企業を含めた様々な利用者が選択の自由を与えられ、イノベーションのチャン

スに繋がる。また、電力の小売市場で競争することによって、電気料金の抑制がなされる。

従って消費者の効用が高まることが予想される。電力自由化が目標達成に繋がることは間

違いないが、重要なのはそれが実際に普及しているのかという点である。そこに置いて、経

済産業省資源エネルギー庁の図を図 1-2に示す。 

 

 

図 1-2.小売全面自由化以降のスイッチング件数の推移 

（資源エネルギー庁「電力小売全面自由化で、何がかわったのか？」より引用[3]） 

 

上図は一般家庭における電力契約先の切り替えの割合のグラフである。2017 年 6 月の時

点で一般家庭低圧分野におけるスイッチングの件数はおよそ 665万件、約 10.6%にのぼる。

またこれまでの電力事業者から新電力として登場した先へも約 377 万件スイッチングして

いる。これまでの規制料金から自由料金に変更した件数も約 289 万件である[3]。自由化へ

の移行の割合の上昇とともに、市場における新電力のシェアも増えてくる。それを表した図

を図 1-3 に示す。 
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図 1-3.新電力の小売電力市場シェアの推移 

（資源エネルギー庁電力調査統計より引用[4]） 

※シェアは販売電力量ベース（自家消費、特定供給を除く） 

 

新電力の市場でのシェアは低圧高圧あわせて 11.3%を占める。一般家庭向けの低圧は

5.8%とまだ低いが、高圧は 13.7%と急速に拡大していることがわかる。この違いは先に高

圧が自由化されたという自由化のタイミングの違いに起因する。ここ数値からさらに低圧

の電力に関してもシェアを広げていくことが、電力自由化によるイノベーション創発と消

費者効用拡大の足がかりとなるであろう。 

1995 年の電気事業法改正から発電部門の参入が自由となり、小売においてもまずは高圧

から、そして 2016 年には低圧も自由化され、現在新電力が市場の約１割を占めるに至っ

た。次節にてその新しい事業者の状況について述べる。 

 

1.1.2. 地域事業者の現状 

電力自由化に伴う新電力事業者のシェア拡大の中で、実際にどれだけの数の事業者が進

出しているのかを示した図を図 1-4に付す。 
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図 1-4.小売電気事業者の登録数の推移 

（資源エネルギー庁「電力小売全面自由化で、何がかわったのか？」より引用[3]） 

※件数は 2017 年 8 月までの件数は月末時点。2017 年 9月は 9 月 11 日までの登録件数 

※供給実績あり事業者については発受電月報の現時点での最新データが 2017 年 6 月実

績であるため、2017 年 6月までのデータとなっている 

 

現在に至るまでの中で登録申請が出されている事業者の数は約 510 件であり、そのうち

登録されているのは 418 件である。2016 年 4月の電力自由化から考えると、登録された事

業者数は約 130 件と飛躍的に増えていることがわかる。電力自由化の波に伴って進出した

地域の電力事業者を実際に見てみると、中心となるのは表 1-1 に示す新電力が例としてあ

げられる。 
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表 1-1. 日本の代表的な地域の電力事業者[5] 

 

 

表 1-1にあるように、国内において多くの地域の電力事業者が成立し、自治体の支援を受

けて事業をはじめている。一方で既に一般の電力事業者がいる市場に地域の新電力事業者

が入っていく為、支援があるとはいえその参入は困難なものとなる。次節では、電力自由化

によって進出した地域の電力事業者が普及するための課題について述べる。  

 

1.1.3. 地域の事業者の課題 

地域の電力事業者の事業拡大は、電力自由化で掲げられた目標の達成に向けて欠かせな

いものである。一方で事業立ち上げの段階で資金力も資源も多くは持ち合わせていない新

電力は、事業を運用していく上での課題も多い。この節ではその課題の中で重要なものをあ

げていく。 

 

Ⅰ：一般の電力事業者からの支援 

地域の電力事業者は発電資源が乏しい為に、電力が不足した際には一般の電力事業者か

ら電力を供給してもらって対応する。これを常時バックアップと呼ぶが、最終的には自由な

市場になることを考慮すると、この一般電力事業者に依存した事業運用体系は改善しなけ

ればならない。一般の電力事業者の力をどれだけ借りているかの指標として、新電力のコス

トの内訳を図 1-5 に示す。 
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図 1-5.新電力のコストの内訳 

(新電力ネット「新電力事業の課題」より引用[6]) 

 

新電力の電力購入費は全体の 59%にまで及ぶ。このことから地域の電力事業者が自己の

資源で需要を賄えていないことや、天候等による発電や需要の変動に対応できていないこ

とがうかがえる。また、バックアップ電源の供給限界を超えて電力供給が不足すると、イン

バランスという罰金としての高額の費用を支払うことになる。インバランス費用に関する

図を図 1-6に示す。 

 

 

図 1-6.インバランスの仕組みと費用 

(新電力ネット「新電力事業の課題」より引用[6]) 

 

インバランスは電力の不足量が一定のボーダーを超えると発生し通常よりも遥かに高い

料金で電力を購入することとなる。インバランスまではいかない、変更範囲内発電料金であ

れば、電力の購入費用は 15.02 円/kWh である。一方でその範囲を超えた変動費要害発電料
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金となると、その３倍前後の単価の費用が発生する。以上のことから一般の電力事業者の支

援から脱却することは地域の電力事業者発展の上では欠かせない要因である。バックアッ

プに頼らない発電資源の確保や、インバランスが発生しないような供給電力の運用および

リスク管理が重要となる。 

 

Ⅱ：従来の発電資源取得の難しさ 

地域の電力事業者の強みは、その地域性を活かした電力サービスや地産地消のエネルギ

ー利用にある。このバックグラウンドから考えて、住民との連携や土地の利用を視野にいれ

ると火力発電のような今まであったような発電資源の導入は難しい。経済産業省の調査[7] 

では、2017 年 4 月の時点で、一般の電力事業者が資源の 85%を保持している。また、発電

資源を導入する為とはいえ、地域との連携を主眼としているにも関わらずその地域性を破

壊しかねない施設を設立することは経営の指針からも反するであろう。一方で図 1-5 で示

したように、電力の購入費が経営において大きなポイントとなっていることは間違いない。

そこで地域性を保ったまま導入できる資源として、再生可能エネルギーが大きく注目され

ている。そこで電源ごとの電力調達価格の図を図 1-7 に示す。 

 

 

図 1-7.電源と電力の調達価格 

(新電力ネット「新電力事業の課題」より引用[6]) 

 

図 1-7 のような太陽光発電を例とした競争力の高い電源を導入することが、地域の電力

事業者の発展の鍵となる。それに加えて定置型大規模蓄電池を導入することで、前述したイ

ンバランスの発生を防ぎ電力需給をコントロールできるようになる。本研究においては、こ

れらの電源や定置型大規模蓄電池の導入がなされている電力事業について着目して、電力

の効率的な運用による事業の発展を模索した。 
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Ⅲ：電力価格の変動 

再生可能エネルギーを導入している地域の電力事業者にとって重要なのは売電価格であ

る。再生可能エネルギーの支援制度である固定価格買取制度(FIT)による価格は年々更新さ

れており、その変動が地域の事業者の運営へと直接はねかえってくる。この価格の変動が非

常に大きな問題であることは、竹内[8]においても述べられている。これは地産地消を行う

ことによる、レジリエンス価値の改善やエネルギー資金の還流額、環境へのクリーンさを示

し、地域の電力事業者の有効性を述べたものである。そこであげられた課題として地域の電

力事業者再生可能エネルギーによる電力調達のコストと、電力卸取引所(JEPX: Japan 

Electric Power Exchange)のスポット価格が連動するであろう事が挙げられる。連動につい

て述べるにあたり、まず固定価格買取制度における売電価格の変動を図 1-8 に示す。 

 

 

図 1-8.太陽光発電の売電価格の推移 

(ソーラーサポートセンター「最新！２０１９年太陽光発電の売電価格|推移と今後の買

い取り価格も解説」より引用[9]) 

 

図 1-8 より太陽光発電における売電価格は年々急速に下がっていることがわかる。こう

して再生可能エネルギーにおける調達コストは JEPX の価格と連動するようになってきて

いることがわかる。以上のように電力価格において大きな変動がある中で、再生可能エネル

ギーをもつ地域の電力事業者がどのようなエネルギーの運用をするべきであるかは検討が

必要となる。 
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1.2. 先行研究 

1.2.1. シュタットベルケでの事例に関する先行研究 

 欧米にはエネルギーを自由化している地域が多く存在する。特にドイツでは 2009 年に発

送電気分離を行い、2016 年には大手電力会社 4社の発電容量などの設備が 70%近くである

一方[10]、小売市場ではシェアは約 30%となっている[11]。そこで注目されているのがシ

ュタットベルケという企業群であり、電力自由化以降も異常で 2 割以上ものシェアを保持

する。 

 松井[12]によるとシュタットベルケは地域密着型のサービスやコストの競争力、事業環境

などを持っているという。停電等においては、食料品を提供するサービスもみられる。 

 地方時自体によるシュタットベルケ推進の理由も M. Engelken ら [13]より示されてい

る。エネルギー事業資金還流による税収や、企業依存をなくすことによる政策的自由度の拡

大が例となる。また K. Berlo ら [14]は、シュタットベルケは既存の電力会社による寡占状

態を解体したと述べている。 

 日本においてもシュタットベルケの事由は取り上げられることが多く、分散型エネルギ

ーの導入や、地産地消のエネルギーによる省エネルギー政策の例として用いられる。地域の

特性を活かしたエネルギーの地産地消促進事業費補助金 [15]といった政策的な支援の例も

みられる。北風[16]は日本の事例での地方自治体が出資する地域の電力事業者の取り組みを

検証して、その課題を考察している。 

 

1.2.2. 太陽光発電と蓄電池が導入された地区での電力需給最適化の先行研究 

前節で述べた再生可能エネルギーと蓄電池の運用おける電力需給に関する先行研究とし

ては濱田[17]のコスト最小化の研究が挙げられる。前節で述べたように地域の電飾事業者の

運営の上では、電力購入費用の削減が重要である。加えて、高額の出費となるインバランス

費用をできる限り発生させないことも欠かせない条件である。濱田[17]はこの電力購入費用

の重要さに着目し、再生可能エネルギー、一般電力事業者からの購入、卸事業者からの購入

などの要素を考慮して電力需給が最適となるようなシステムを提案し、蓄電池の運用計画

を示した。 

 

1.2.3. 蓄電池の運転計画決定に確率 DP を用いた先行研究 

小澤[18]は家庭用燃料電池システムにおける、蓄電池の運転計画決定において確率動的計

画法(stochastic dynamic programming：SDP)を用いた。これはエネルギーコストの期待値

が最小となるような運転計画のシステムに対して、多段階にわたって目的関数を最適化す

る手法である。濱田[17]の手法は蓄電池の運転計画を将来まで全通り想定する手法であり、

厳密解が出る分計算量が多い。それに対しこの確率 DP は一定時間先までの期待値の計算
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を繰り返すため通り数が少なく、その上で最適解に近い値を導出することができる。太陽光

発電を用いる電力事業においては、需要の他にも天候という大きな不確実性について扱わ

なければならない為、計算の効率化は重要な要素である。小澤[18]は上記のような特徴をも

つ確率 DP を駆使して家庭用燃料電池システムの最適な蓄電池運用計画を示した。 

 

1.2.4. 家庭の電力需要予測の先行研究 

野原[19]は時系列分析の AR モデルを用いることにより、家庭における電力需要予測を行

った。電力需要は周期性と季節性に大きく依存するものであり、それらを AR モデルに組み

込むことで、高い精度で予測できることを示した。近藤ら[20]は ARMAモデルにより、住

宅の電力需要予測モデルを作成した。市川ら[21]は住宅において、住民の行動履歴や環境情

報から電力需要の予測をする手法を考案した。小澤ら[22]は生活者の行動スケジュールから

家庭エネルギー需要を推定するモデルを作成した。さらに、「家族間の生活行動の関連性」

と「個々の家電製品・給湯の使用実態」によるモデルを構築した[23]。電力需給モデルを考

える上では、需要の不確実性も要素のひとつとして関わってくる。地域の電力事業者による

運営を考える際にも、それを考慮したモデルの構築が必要となるであろう。  

 

1.2.5. 先行研究における課題 

本研究において足がかりとなった濱田[17]の研究においては、不確実性を明示的に考慮し

ていないことが課題となっている。濱田[17]では、日射量のランダム性や天候のばらつきを

所与の量として組み込むことで、それを不確実性として扱っている。しかしそれは決められ

た確率や与えられた数値通りにプログラムが動いている為、小さい確率で起こるような異

常気象や連続した雨天は想定されていない。実際のデータから表れる、真の不確実性を含め

たモデルを作る為には、逐次的な計算により状況に合わせて運転計画を更新する確率 DPが

効果的であると考える。  

 

1.3. 研究目的 

 本研究では再生可能エネルギーを導入した街区 K の電力事業計画に着目し、小澤[18]に

よる蓄電池運転計画を決めるシステムを参考とした上で、確率 DP を用いた電力需給のコ

スト最小化モデルを提案することを目的とする。 

 モデルの構築にあたっては、最適解を導出できる濱田[17]と計算結果を照らし合わせなが

ら行うことで、不確実性によりばらつく計算結果を吟味する。現実の運用に足るような不確

実性を含めた運用計画システムを作った上で、それを最適化計算と併用することで、不確実

性対応力と正確性の両方を兼ね備えた新しいプログラムを提案する。 

 

1.4. 論文の構成 

第 1章では、背景と先行研究及び、本研究の目的を述べた。 
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第 2章にて本研究の対象地区となる地区 Kや得られたデータの説明を行う。 

第 3章はシステム構築に用いる二つのモデルの構造について述べる。 

第 4章で３章で述べた２つのモデルを用いた計算結果を示す。考慮した不確実性に対す

る説明も行う。 

第 5章では、研究の考察及び結論と今後の展望を述べる。 
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第2章 データと手法 

2.1. 街区 K の電力事業 

街区 K の電力事業はとある大学を中心とした 7 つの公共施設を自営線により連携したも

のである。事業に際しては太陽光発電設備や蓄電池の分散配置が導入されており、７つの施

設で連携するエネルギーマネジメントシステムを構成することで、再生可能エネルギーと

蓄電池の最大限の活用を目指すものである。電力事業は再生可能エネルギーによる電力の

調達により、CO2 排出量を削減することや、災害時のシステム運用による防災機能といっ

た狙いもあるが、本論文においては、エネルギーマネジメントシステムに焦点をあてて述べ

るものとする。対象となる施設の図を図 2-1に付す。 

 

図 2-1.街区 Kの電力事業の対象施設 

 

図 2-1 の 7 つの公共施設を自営線で連携して再生可能エネルギーを活用する。事業の目

的は７つの施設のエネルギーマネジメントシステムを共同運用することによって再生可能

エネルギーと蓄電池の利用効率を高めることである。施設を連携させることでシステム運

用効率が高まることを表した図を図 2-2に示す。 

 

児童相談所 警察署 

市役所 

公園 

高校 

キャンパス 

総合福祉センター 
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図 2-2.自営線による電力需要の集積効果 

 

図 2-2 の値は各施設の１週間の電力需要を表している。一番値の大きい折れ線が７施設

合計のものである。自営線を引くことによって７つの施設の電力需要をバラバラではなく

一括して処理することができるようになる。合計することによって曜日や時間帯による電

力の消費量が安定していることがわかる。このようにして利用電力の負荷率を高めて、再生

可能エネルギーのような不安定な電源の活用をやりやすくする狙いである。 

 

2.2. データ 

2.2.1. 街区 K のデータ 

街区 K のデータとして利用しているものは、前節で示した７施設の電力需要量、太陽光

発電設備の発電量、高圧の電力需要量、低圧の電力需要量、蓄電池の容量、気温、湿度であ

る。データの期間は 2016 年の 1 月 1日から 12月 31 日までの３０分値である。研究におい

ては計算量の観点から、これを一時間ごとに直して用いている。街区 K の電力需給モデル

に含まれる卸業者に関する注文の期限についてのデータ[24]も研究に用いている。また、系

統電力の売電価格や常時バックアップにおける単位時間当たりの供給できる電力量の最大

値は濱田[17]を参考とした。 また、導入されている太陽光パネルは 2000kW 分である。 

 

2.2.2. 電力価格のデータ 

電力の価格はコスト計算に上で欠かせない。電力需給モデルに含めた電力価格について

の図を図 2-3 に示す。 
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図 2-3.電力の売電価格 

 

図 2-3はプログラムに組み込んでいる電力の価格である。濱田[17]のプログラムにも著

者のプログラムにも同様に代入している。卸取引の価格が系統電力の価格を下回ることが

あるが、注文のタイミングが異なる為、系統電力ではなく卸取引から電力を急遽調達する

といった処理はしないものとする。また、インバランスの価格は系統電力の価格の 3 倍と

した。その根拠となる図を図 2-4 に示す。 
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図 2-4.系統電力のインバランス料金の推移 

 

図 2-4は系統電力におけるインバランス料金の動きを表している。Max にあたる部分が

インバランス料金の指標となる。これが平均値のおよそ３倍である為、図 2-3 の様な価格

水準としている。 

 

2.2.3. 天候のデータ 

街区 K で得られたデータ一日一日の天候は気象庁[25]のものと照らし合わせて決定して

いる。電力需給モデル構築の上での最も大きな不確実性は、天候による太陽光発電の発電量

の変動である。太陽光発電量の予測手法には統計的モデルを用いた手法[10][11][12][13]や

機械学習を用いた手法[14]などがある。その他にシステム運用においては天気予報に基づい

た卸業者への電力の注文と、実天気に基づいた運転計画の更新が必要となる。天気の決定は

気象庁のデータ[25]をもとにして行い、太陽光発電の時間が昼であることを鑑みて、晴れの

ち曇りは晴れ、曇りのち雨は曇りのように早い方の判定をその日の天気として扱った。また、

晴れ時々曇りなどは晴れとして扱い、落雷のような悪天候は雨に分類した。以上を踏まえ、

データ分析の点では、晴れ、曇り、雨、それぞれの天気に対して、平均どれくらい発電する

のかを求め、それを天候予測の指標とした。それを表す図を図 2-5 に示す。 
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図 2-5.天気ごとの平均太陽光発電量 

（太陽光容量は 2000kW） 

 

図 2-5は各天気に対する平均太陽光発電量である。分析においては、予報に対して、上記

の太陽光発電量を見込み、卸取引における電力注文量を決定する。本研究ではコスト最小化

を目的値としている為、期待値が最大となる発電量の平均値をそのまま用いており、値を低

く見積もることによるリスクヘッジ等は行っていない。 

 

2.2.4. 確率 DP 

第１章で触れた確率 DPについての説明を行う。電力需給の将来予測において、状態推移

は確率的なものとなる。確率 DPはそこに多段階の期待値計算を組み込み、最適化する手法

となる。その構造を表す図を図 2-6に示す。 
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図 2-6.本研究における確率 DP の構造 

 

図 2-6は本研究における確率 DPの内容を示すものである。まずはどこまで将来予測す

るかの n 時間後の nを設定する、それから電力購入量や蓄電池の運用においで n時間先ま

での全通りを計算し、期待値が最大となる運転計画を採用する。一時間シミュレーション

した後、また n時間後先までの期待値計算をする、という動きを繰り返して運転計画を更

新していく。毎時間期待値計算をする多段階構造を用いることで、総当たりよりも計算量

を抑えつつ、最適値に近い値を導出する。 

 

 

 

 

 

  



 

25 

 

第3章 電力需給モデル 

3.1. 需要の分析手法 

3.1.1. 需要の回帰分析 

 モデルの構築にあたり、需要の分析及び予測が重要となる。電力需要の予測は、電力供

給の業務支援として行われてきた。灰田ら[26]は予測に重回帰分析を用いたシステムを開発

した。田中ら[27]はニューラルネットワークによる予測手法を分析に用いた。石岡ら[28]は

ニューラルネットワークによる日負荷曲線予測システムを開発した。飯坂ら[29]は予測精度

向上のための構造化ニューラルネットワークを用い、適切なモデルについて説明した。街区

K の需要のデータに関しては、前述の通り 2016 年の一年分を用いた。さらに需要において

のみ、詳細な予測の為に 30分値を採用している。分析においては、経済予測・時系列分析

を行う計量経済分析ソフトウェアである Eviewsを用いた。需要の分析においては、その周

期性をみて以下の 3 つの式を検討した。 

 

𝑦𝑡 = α0 + α1y𝑡−1+. . . , α𝑝y𝑡−𝑝 + u𝑡                    (3-1) 

 

𝑦𝑡 = θ0 + ε𝑡 − θ1ε𝑡−1−. . . −θ𝑞ε𝑡−𝑞                    (3-2) 

 

𝑦𝑡 = α0 + α1y𝑡−1+. . . , α𝑝y𝑡−𝑝 + ε𝑡 − θ1ε𝑡−1−. . . −θ𝑞ε𝑡−𝑞           (3-3) 

 

上記の式は式(3-1)が次数 p の AR モデルである。𝑦𝑡は時刻 t の電力消費量を表し、αは

時点の重みである。式(3-2)が次数 q の MA モデルである。同様に𝑦𝑡は時刻 t の電力消費量

を表す。θがそれぞれεの重みであり、εは誤差項となる。本モデルは株式等によく用いら

れるが、解釈が難しいという欠点がある。式(3-3)は AR モデルの次数が p、MA モデルの次

数が q の ARMA モデルである。分析が詳細にできる分、情報が複雑になってしまうため、

どの手法を用いるかは一長一短である。本研究では考察を主体とする為、式(3-1)の AR モ

デルを採用する。加えて以上のような回帰分析において注意が必要な見せかけの回帰につ

いて述べる。みせかけの回帰とは、単位根過程同士を回帰すると本来関係がないにも関わら

ず、有意な関係があるかのように結果が出てしまう現象のことである。以下に単位根過程に

ついての式(3-4)と式(3-5)を示す。 
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𝑦𝑡 = α0 + α1y𝑡−1+. . . , α𝑝y𝑡−𝑝 + u𝑡                    (3-4) 

 

𝑚𝑝 −𝑚𝑝−1𝑎1 −𝑚𝑝−2𝑎2…− 𝑎𝑝 = 0                                      (3-5) 

 

式(3-4)は先ほど示した p 次の AR モデルである。そして式(3-5)は式(3-4)の特性方程式

である。この解の中の１つが１である場合、それは単位根過程となり、単位根過程同士で回

帰した場合、みせかけの回帰に陥る。みせかけの回帰に対する、Eviews の検定の例を図 3-

1 に示す。 

 

 
図 3-1.自己回帰モデルにおける定常性の検定の例 

（家庭の電力消費データの統計的モデリングに基づく省エネルギー策に関する研究より

[30]引用） 

 

 図 3-1 は Eviews における定常性の検定の例である。定常性の条件は解の絶対値が１を超

えないことであり、青のプロットが半径１の円の内側に収まっているので、図の場合には定

常性があることがわかる。前述したように、特性方程式の解に１が存在する時が、単位根過
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程である為、定常性がある場合は単位根過程ではないことがいえる。以上のような検定をも

って単位根検定を防ぐことができる。 

 

3.1.2. 需要のモデル 

 続いて、AR モデルの決定のやり方についての表として表 3-1 を示す。 

 

表 3-1.公園における回帰分析の例 

 

 

表 3-1.は Eviews によって街区 K の公園の需要を回帰分析した際の結果である。Variable

の PARKが ARモデルにおける変数であり、PARK(-1)が１時点前、すなわち 30 分前を表

している。Coefficient として変数の係数があり、t値や p 値、決定係数、AIC の値をみる

ことができる。なお、予測においては最新の値を取り入れない dynamic forecast ではな

く、実際の値を逐次的に代入していく static forecast を採用している。以上のような分析

をもって採用した式(3-6)を以下に示す。 

 

(3-6) 

 

式(3-6)が今回の分析に用いる ARモデルの式である。Eが当該時刻の電力需要であり、

AR(1)が 30分前の電力需要である。選択の理由は、AR(1)や AR(2)といった直前の値、

AR(48)や AR(49)や AR(50)といった一日前の値、AR(336)や AR(337)や AR(338)といっ

た一週間前の値など、関係があると思われる要素を含んでいること。また、その中で様々

な例を検証した結果、この式が AIC の値において最も優秀だった為である。なお、ARの

式は対象の施設がかわることによって僅かに変化する。また、季節性を取り入れることも
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考えたが、あまり有意な結果は得られなかった。補足として、需要にどれだけ変動がある

かを示した表を表 3-2 に示す。 

 

表 3-2.対象７施設における実際の値と予測値の平均誤差率 

Data campus 

Forecast sample 1/1/2016  00:30…12/31/2016  23:30 

Adjusted sample 1/8/2016  00:30…12/31/2016  23:30 

Included observations 16045 

Root Mean Squared Error 31.28382 

Mean Absolute Error 17.51925 

Mean Abs. Percent Error 2.7409 

Data park 

Forecast sample 1/1/2016  00:30…12/31/2016  23:30 

Adjusted sample 1/8/2016  00:30…12/31/2016  23:30 

Included observations 17231 

Root Mean Squared Error 10.87889 

Mean Absolute Error 4.569065 

Mean Abs. Percent Error 18.18634 

Data children's facility 

Forecast sample 1/1/2016  00:30…12/31/2016  23:30 

Adjusted sample 1/8/2016  00:30…12/31/2016  23:30 

Included observations 16897 

Root Mean Squared Error 2.027542 

Mean Absolute Error 1.390202 

Mean Abs. Percent Error 10.06712 

Data city hall 

Forecast sample 1/1/2016  00:30…12/31/2016  23:30 

Adjusted sample 1/8/2016  00:30…12/31/2016  23:30 

Included observations 13872 

Root Mean Squared Error 7.343426 

Mean Absolute Error 3.565874 

Mean Abs. Percent Error 3.911975 

Data school 

Forecast sample 1/1/2016  00:30…12/31/2016  23:30 

Adjusted sample 1/8/2016  00:30…12/31/2016  23:30 

Included observations 16272 
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Root Mean Squared Error 2.677708 

Mean Absolute Error 1.360728 

Mean Abs. Percent Error 13.40005 

Data police station 

Forecast sample 1/1/2016  00:30…12/31/2016  23:30 

Adjusted sample 1/8/2016  00:30…12/31/2016  23:30 

Included observations 9601 

Root Mean Squared Error 2.782928 

Mean Absolute Error 2.038074 

Mean Abs. Percent Error 5.176292 

Data welfare center 

Forecast sample 1/1/2016  00:30…12/31/2016  23:30 

Adjusted sample 1/8/2016  00:30…12/31/2016  23:30 

Included observations 16897 

Root Mean Squared Error 18.26639 

Mean Absolute Error 13.47871 

Mean Abs. Percent Error 8.457641 

 

 

表 3-2.は対象 7 施設の電力需要における実際の値と予測値の平均誤差率を示す表である。

予測のあてはまりをみる指標としては平均誤差率 MAPE を用いた。需要の半分以上を担う

大学において、平均誤差率が 2.74%であるため、十分な予測精度を出していると考える。 

 

3.2. 最適化型モデル 

3.2.1. 最適化型モデルの概要 

天候が既知である場合のコストが最小となる解を求める為の最適化型のモデルは、濱田

[17]のものを用いている。天候が既知である場合の最適解を算出し、それを著者の構築した

不確実性を考慮したモデルと比較することで、その妥当性を検証する為である。最適化型モ

デルにおいては、プログラムに２章で示した街区Kのデータを用いることで解を算出した。

最適化型におけるモデルの概要の図を図 3-2に示す。 
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図 3-2.最適化型モデルの概要 

(濱田[17]より引用) 

 

図 3-2のように電力の供給源は太陽光発電設備、系統電力(以降、系統とする)、卸取引(以

降、卸とする)である。そこで得られた電力を定置型蓄電池で充放電しながらコントロール

し、需要家に電力を供給する。最適化型モデルはその際のコスト最小の電力購入量及び蓄電

池運用計画を提示するものである。 

 

3.2.2. 最適化型モデルの需給運用計画の構造 

モデル構築の為に用いた最適化型の構造を示す。なお、本研究において用いたのは濱田

[17]のプログラムの中でも、不確実性のない設定で、天候が既知として求めたものである。

本モデルにおいては混合整数線形計画問題(MILP)の形に定式化して、General Algebraic 

Modeling System(GAMS)により記述されたものである。濱田[17]は GUROBI ソルバーを

用いていたが、バージョンの違いにより本研究では CPLEX のソルバーを用いた。以下にま

ず変数を載せる。表記の上では、地域電力事業者を LPC(Local Power Company)と略記し

ている[17]。 

 

表 3-3.経済性に関する変数 

(濱田[17]より引用) 
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表 3-4.電力に関する変数 

(濱田[17]より引用) 
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 以上が定式化の為に用いられた変数である。次にプログラム内部の重要な式を列挙す

る。まず目的関数を式(3-7)として示す。 

  

 

 式(3-7)においては Ptot が収益、Rtot が売り上げ、Ctot が電力購入の費用であり、収

益を最大化する計算となっている。本研究では費用を比較する為に最適化型を用いるた

め、費用の計算だけを行い、費用最小化のプログラムとして扱った。次にその費用に関わ

る式を式(3-8)から式(3-13)として示す。 
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 以上の 6 つの式が費用に関するものである。式(3-8)はバックアップや卸、太陽光、イ

ンバランス等の費用を合計しているが、本研究では自営線が引かれた街区のものであるた

め、託送料金は 0とした。式(3-9)は太陽光発電からの調達価格、式(3-10)は系統電力から

の常時バックアップについてのものである。式(3-11)は上記の説明により本研究では 0 と

する。式(3-10)と式(3-11)の基本料金に関しては、後述する街区 K に関するプログラムに

必要なかったため、こちらからも削除した。式(3-12)は卸業者についての費用であり、式

(3-13)はインバランスについての費用である。インバランスの扱いについては、濱田[17]

のものから変更して用いているため、それに関する式を以下に示す。 

 

 

 

 以上の(3-14)と(3-15)の二つの式は式(3-13)の IBexp を補足するものである。本節の

最初で述べた通り、このプログラムの利用にあたっては不確実性のない設定を用いて扱っ

ている。その不確実性のない設定とは、式(3-14)の Opvに 0 を代入しているということで

ある。インバランスを発生させないことによって式(3-15)のインバランス期待値も 0 とな

り、式(3-13)のインバランス費用も発生しない。なお本節の最初に書かれている、天候を

既知としていることに関しては、このプログラムは決まった確率で天候が発生し、それを

一年を通して最適化するものであるため、もとより既知のものとして扱われている。イン
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バランスを発生させないことによって、最適化に特化したシステムとして本プログラムを

用いる。以上がインバランスに対する扱いであり、その他の重要な式を以下に示す。 

 

 

以上の式が、需給均衡に関する制約である。式(3-16)は左辺が需要、右辺が供給であ

り、それが一致するように計算を行う。式(3-17)は系統電力からのバックアップ電源の上

限値である。本プログラムは基礎モデルにおいて、制御できる電源がないので、その一般

的な制約は設けていない。 

 

3.2.3. 最適化型モデルの蓄電池運用計画の設計 

続いて、最適化型における蓄電池に関する構造を述べる。街区 K での電力事業において

は、蓄電池はすでに導入された計画であった為、蓄電池に関する費用は無視して計算した。

まずは蓄電池に関して用いられた、変数について以下に示す。 

 

表 3-5.蓄電池に関する変数 

(濱田[17]より引用) 

 

 

 

以上が蓄電池に関する変数である y。不確実性をなくす設定のために、DXbt の変数は削

除し、関係する制約式も扱わないものとしている。次に充放電に関する式を以下に示す。  
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式(3-18)が蓄電池の放電、式(3-19)が蓄電池の放電に関する式である。上限までしか充電

または放電できないということを示している。BTmaxout や BTmaxin が２で割られている

のは 30分値であるからである為、１時間値を用いてる本電力事業においては取り除いてい

る。また、濱田[17]では BINout はバイナリ変数を用いていたが、通常の変数でも問題なく

動作したため、計算の速度上、通常の変数へと変更した。式(3-18)と式(3-19)により、蓄電

池が充電と放電を同時に行ってしまうような矛盾した動作を防いでいる。次に蓄電量に関

する制約式を以下に示す。 

 

 

式(3-20)は蓄電量の上限下限を定義するものである。実際の運用の観点から、上限は蓄電

池の導入 kWh容量の 90%を上限、10%を下限とし、上下 1 割は蓄電池を消耗させない為の

ゆとりとして使用しないものとしている。  

 

3.3. 不確実性対応型モデル 

3.3.1. 不確実性対応型モデルの構造：卸取引の注文量 

著者が作成した不確実性対応型モデル（以降、不確実性対応型とする）について述べる。

モデル概要における設定として、電力の供給サイドに卸、系統、太陽光発電があり、蓄電池

でコントロールする構図というのは図 3-1 と同様である。なお、本プログラムは C++によ

り記述している。不確実性対応型は「卸への注文量の決定」「今後の太陽光発電量の予測」

「蓄電池や電力購入量などの今後の処理を決める」の３ステップにわかれる。最初のステッ

プである卸の注文量の決定の仕方に関する図 3-3 を以下に示す。 

 

 

図 3-3.不確実性対応型モデルの卸取引の注文量（予報が晴れの時のもの） 
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図 3-3においては、t 時は分析の対象となる時刻を表し、予報は晴れであった例を掲載し

ている。まず前提として卸の情報[24]より、卸におけるある日の 24 時間分の電力の注文は

前日の 17 時までに行わなければならない。そのため蓄電池の運用計画の前に、最初に注文

量を決定する。注文量の決定にあたり、予測太陽光発電量の計算を行う。まず気象庁の天気

予報[25]によって、対象の日の天気を晴れか曇りか雨に分類する。 晴れの日の予測太陽光

発電量は得られたデータ 1 年分を気象庁の天候のデータ[25]と照らし合わせて、晴れ、曇

り、雨、ごとに平均をとったものである。加えて、１日の 1時間ごとの需要は、各日の 1時

間ごとの電力需要を 365 日について平均することで求めた。需要量の変動については、別

途感度分析を行った結果を用いる（詳細は４章にて述べる）。系統の最大供給量は式(3-17)

より 1800kWh が 1時間の電力注文量の限界値であった為、系統から電力注文をする際の上

限の値として用いた。一方で、１日全体で系統からの電力購入上限はない。街区 K の電力

事業における電力の調達方法は、太陽光発電、系統からの購入、卸からの購入、蓄電池から

の放電があるが、翌日の当該時刻の蓄電量は予測が難しい為、太陽光発電と系統の供給に注

目する。その二つが枯渇した時点で、需要を補えていなかった場合、不足電力量として残る

為、その分を卸に注文する構造である。図 3-3 の不足電力量の値が 0 以下になった場合に

は注文は行わない。次に今後の太陽光発電量の予測に関する図を図 3-4 に示す。 

 

 

図 3-4.不確実性対応型モデルの今後の太陽光発電量の予測 

 

図 3-4の折れ線はそれぞれ、晴れ、晴れ曇り平均、曇り、曇り雨平均、雨の 5 つに分かれ

ている。晴れは前述した１年間の中で気象庁が晴れとした全ての日の平均である。晴れ曇り

平均というのは、その晴れの値と曇りの値の２つのさらに平均したものである。そうして当

該時刻の太陽光発電量が、晴れ曇り平均より大きかった場合には、晴れ予想ということで今

後は晴れ時の太陽光発電量が得られると解釈する。同様に曇り雨平均より当該時刻の太陽

光発電量が少なければ、雨予想として今後も雨の時の太陽光発電量が得られるとする。中間

の時は曇りである。 
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以上２つのステップによって卸の注文量と、24 時間後までの太陽光発電量を推定した。

最後に当該時刻の運用計画を決める。その為にまず、現在と将来を分けて考える。将来は n

時間後として設定し、現在と n時間後で別々の処理を行うものとする。説明の便宜上、以下

に式(3-21)、式(3-22)、式(3-23)、式(3-24)を示す。 

 

 

式(3-21)は現在の供給に対する式である。その時点卸に予約済みあるいは太陽光発電での

供給可能な電力量を表す。蓄電池は将来に向けて電力を保持するものであるため、現在の処

理においては電力が不足するまで用いない。式(3-22)は現在の需要に対する式である。式(3-

23)は将来、すなわち n時間後までの供給量の合計である。ｎ時間後の太陽光発電量の予測

は、現時点での天気によって決まるものとする。すなわち、これまで晴れであっても、現在

曇りとなった場合には、将来の発電量の予測値には曇りの発電量を用いる。このようにして

天候の変化（不確実性）に対して柔軟に対応をする。n時間後までの予測した太陽光発電量

と注文した卸からの電力量にさらに現在の蓄電量を含めて、n時間後に所持している電力量

とする。蓄電量は現在所持しているものを n 時間後へ持ち越すと考えてそのまま足してい

る。式(3-24)は n 時間後までの需要合計の式である。これらを踏まえて、現在への処理と n

時間後の為の(現在の)処理についての図を図 3-5 に示す。 
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図 3-5.不確実性対応モデルにおける現在と n時間後の処理 

 

図 3-5 は現在と n 時間後の処理をツリー状にして表したものである。図 3-3 と図 3-4 の

数値を式(3-21)から式(3-24)に代入した結果を、4つのパターンにわけて処理している。左

から順に述べる。 

１番左は現在においても n 時間後においても供給が需要を上回っている、すなわち電力

が足りている場合である。この場合需要を満たして余った電力は充電する。蓄電池が上限に

到達した場合は、余った電力は破棄する。将来に関しては、わざわざ電力を調達する必要が

ない為、系統からの電力の購入は行わない。 

左から 2番目は現在は需要より供給が大きく、n時間後は供給より需要の方が大きいパタ

ーンである。すなわち、n時間後には電力が不足することが予想されている。現在の処理は

1 つ目のパターンと同様に充電する。n 時間後には電力が不足してしまうため、需要合計か

ら供給合計を除いて、残った分を系統から購入する。蓄電池が上限に達するもしくは、系統

の購入量が上限に達した場合、電力購入を終了する。 

左から 3番目は現在は需要の方が供給より大きく、n 時間後は不足していないパターンで

ある。n 時間後の処理は必要ない。現在の処理は、需要から供給を除いて足りない分に関し

て、系統からの購入、蓄電池の順に対応し、それでも足りなかった分はインバランスとして

対応する。 

左から 4 番目は現在においても n 時間後においても電力供給が不足しているパターンで

ある。順序が関係ある為、現在から将来へと順に処理する。まず現在においては供給できる

電力、すなわち、太陽光発電と卸電力を使い切ったのち、系統からの購入、蓄電池の放電、

インバランスの順に対応する。その次に n 時間後について処理する。しかし、現在の処理で

インバランス発生まで行ってしまった場合、系統から電力を上限まで購入してしまってい
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ることから、n時間後に対してできる現在の操作がない為、そのまま次の時間へ移る。現在

の処理で蓄電池の放電まであった場合、n時間後の不足分まで電力を購入する。不足分を全

て購入する前に、系統の購入上限に達するもしくは蓄電池が一杯になってしまった場合、電

力購入を終了する。現在の処理が系統の購入の利用までであった場合も同様に、系統からの

電力購入を行う。不足分を購入する、購入上限に達する、蓄電池が上限に達するのいずれか

の条件を満たすと電力購入を終了する。 
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第4章  電力需給のマネジメント 

4.1. コスト要因の変動  

4.1.1. 太陽光発電量の変動 

第 3 章にて紹介した 2 つのモデルを用いて、電力需給コストを最小化、あるいは不確実

性に対応した蓄電池の運用や電力購入量を求める。計算する上で重要となるのは、一年の間

変動する、天気や需要の変化をどこまで詳細にプログラムに取り入れるか、という点である。

以下に太陽光発電量に関する図を図 4-1に示す。 

 

 

図 4-1.天気ごとの一日あたりの太陽光発電量の一年平均 

(太陽光発電の容量は 2000kW) 

 

図 4-1は太陽光発電の容量を 2000kWhとして天候ごとに太陽光発電量の違いをみたもの

である。太陽光発電の容量は実際の電力事業に合わせた数値である。太陽光発電量は季節性

や周期性よりも、天気がもっとも大きな要因であることが見て取れる。天気の決定は気象庁

のデータ[25]をもとにして行い、太陽光発電の時間が昼であることを鑑みて、晴れのち曇り

は晴れ、曇りのち雨は曇りのように早い方の判定をその日の天気として扱った。また、晴れ

時々曇りなどは晴れとして扱い、落雷のような悪天候は雨に分類した。晴れの時は平均

9225kWh/日、曇りの時は平均 3615kWh/日、雨の時は 395kWh/日であった。この結果をも

って、天気の違いを軸として太陽光発電量を区別し、分析するものとする。 
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4.1.2. 電力需要の変動 

太陽光発電量における変動については、その日の天気が重要であることがわかった。続い

て電力需要の変動についての図を図 4-2に示す。 

 

 

図 4-2.大学における一年間の電力需要の変動 

 

図 4-2 は電力需要の変動の一つとして大学の電力需要を例示したものである。横軸は月

を表す。電力需要の変動は太陽光発電とは異なり、天気が要因というわけではない。細かく

上下動しているのは時間帯による周期性であり、加えて夏や冬に値が大きいという季節性

をもちあわせている。図 4-2 のような電力需要の変動は以下に示す式(4-1)により予測でき

る。 

 

(4-1) 

 

式(4-1)は第２章にて示した AR モデルを用いた式である。この式により、大学の電力需

要変動であれば、平均誤差率 2.74%の精度で予測ができた。この式に基づいて、回帰分析

した結果を表 4-1 に示す。 
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表 4-1.需要の回帰分析の結果 

SUMMARY OUTPUT     

      

Regression Statistics     

Multiple R 0.9990     

R Square 0.9980     

Adjusted R 

Square 0.9979     

Standard Error 44.4134     

Observations 17567     

      

ANOVA      

  df SS MS F 

Significance 

F 

Regression 8 1.719E+10 2.15E+09 1.09E+06 0 

Residual 17559 3.464E+07 1.97E+03   

Total 17567 1.722E+10       
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  Coefficients 

Standard 

Error t Stat P-value 

Intercept 0    

ar(1) 1.03031 0.00696 148.0771 0 

ar(2) -0.06874 0.00689 -9.9744 2.28E-23 

ar(48) 0.30361 0.00685 44.2928 0 

ar(49) -0.19477 0.01025 -19.0049 9.81E-80 

ar(50) -0.08945 0.00682 -13.1129 4.24E-39 

ar(336) 0.14781 0.00582 25.4024 7.87E-140 

ar(337) 0.18503 0.01000 18.5015 1.05E-75 

ar(338) -0.31396 0.00697 -45.0459 0 

Lower 95% Upper 95% 

Lower 

95.0% 

Upper 

95.0% 

    

1.01667 1.04395 1.01667 1.04395 

-0.08224 -0.05523 -0.08224 -0.05523 

0.29017 0.31704 0.29017 0.31704 

-0.21486 -0.17468 -0.21486 -0.17468 

-0.10282 -0.07608 -0.10282 -0.07608 

0.13641 0.15922 0.13641 0.15922 

0.16543 0.20464 0.16543 0.20464 

-0.32762 -0.30029 -0.32762 -0.30029 

 

表 4-1は電力需要のデータを回帰分析して、AR の係数を求めたものである。df が自由

度、SSが変動、MS が分散、Fが観測された分散比、significanceF が F 値を表す。

Coefficients の部分の値が係数となる。p値がかなり小さいため、係数の信頼度が高いこと

が確認できる。定数は０としている。続いて、実需要と AR モデルによる予測需要とを併

記した図を図 4-3 に示す。 

 



 

44 

 

 

図 4-3.実需要と回帰分析による予測需要(１月分) 

(横軸において、1dataあたり 30分である) 

 

図 4-3が電力需要における実際の値と予測の値を比較したものである。データの見やす

さを鑑みて、１月分のみ載せた。平均誤差率は 4.35%であった。その他のデータは付録と

して載せるものとする。周期性を用いることで季節性や気温等を式に含めなくとも、高い

精度を出せることがわかる。１年間分の平均誤差率は 4.82%であった。参考に１年でもっ

とも平均誤差率の大きい月の図を図 4-4に示す。 
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図 4-4.実需要と回帰分析による予測需要(７月分) 

(横軸において、1dataあたり 30分である) 

 

図 4-4は１年でもっとも実需要と予測需要に差があった月の両者の需要量の変動を表し

ている。平均誤差率は 8.25%であった。 

 

 

4.2. ２つのモデルの結果 

4.2.1. 不確実性対応型モデルの結果 

第３章にて紹介した２つのモデルにおける計算結果を述べる。 まずは不確実性対応型に

おいてプログラム内部が供給を用いてどのように電力需要を賄っているかを見た。それを

表した図を図 4-5 として示す。 
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図 4-5.不確実性対応型モデルにおける晴れ予報の供給の積み上げ式内訳 

(蓄電池容量を 2000kWh、予測時間 n=2としたもの) 

(実天気において 1~24 時が晴れ、25~48 時が曇り、49~72 時が雨のもの) 

 

図 4-5 は不確実性対応型において電力需要を何で賄っているのかを表す図である。全て

天気予報は晴れであるが、実天気において 1~24 時が晴れ、25~48 時が曇り、49~72 時が雨

の日の電力需要の内訳を表している。 

太陽光発電量が電力需要を上回ることがなく、太陽光から蓄電することがないため、供給

の合計がそのまま電力需要となる。いずれの日においても晴れ予報であるため卸からの電

力消費量は同一である。晴れの日が太陽光発電量が多く雨の日は少ない。天候が悪くなるほ

ど、系統と蓄電池で電力需要に対応しきれなくなり、インバランスが発生している。また、

いずれの日においても多くの割合を系統からの電力購入で賄っていることがわかる。続い

てコスト面を分析するのに重要であるインバランスの割合についての図を図 4-6に示す。 
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図 4-6.予報と実天気における平均インバランス率 

(晴→晴、曇→曇、雨→雨が不確実性対応型由来の結果) 

（矢印の左側が予報、右側が実天気、晴→晴ならば予報が晴れ、実天気が晴れとなる） 

(蓄電池容量を 2000kWh、予測時間 n=2としたもの) 

 

図 4-6は予報と実天気におけるインバランスの割合を表したものである。晴→晴におい

ては矢印の左側が予報、右側が実天気を表し、その場合予報が晴れ、実天気も晴れであ

る。平均インバランス率とは各時間における電力需要に対してインバランスとなった電力

量の割合を一日平均したものである。予報と実天気が一致している場合には、不足分の電

力は卸から購入している為、インバランスは発生しない。また予報より実天気が良かった

場合は、電力が余るだけであり、インバランス発生にはつながらない。よって図 4-6のよ

うな３パターンでインバランスが発生し、予報が晴れ、実天気が雨の時がもっとも割合が

大きい。インバランスを踏まえて一日通してのコストを見る。予報と実天気に対してのコ

ストを表した図を図 4-7に示す。 
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図 4-7.予報と実天気におけるコスト比 

(晴→晴、曇→曇、雨→雨が不確実性対応型由来の結果) 

（矢印の左側が予報、右側が実天気、晴→晴ならば予報が晴れ、実天気が晴れとなる） 

(蓄電池容量を 2000kWh、予測時間 n=2としたもの) 

(コスト比は、晴→晴のコストを１とした相対値) 

 

図 4-7におけるコスト比とは、晴→晴を 1とした時の各予報及び実天気ごとのコストの

値と定義している。晴→晴などの見方は図 4-5 と同様である。実天気ごとにコストの比較

を行うと、実天気が晴れの時は、予報が晴れの時がコスト最小である。実天気が曇りの時

は、予報が曇りの時がコストが最小である。実天気が雨の時は予報が雨の時、コスト最小

となる。すなわち、予報と実天気が一致している時コスト最小となる。卸からの電力購入

量と実際の電力不足量が一致する為であると考えられる。 

 

4.2.2. ２つのモデルの結果比較 

 不確実性対応型の中身を踏まえて、最適化型との結果の比較を行う。電力需給コストを最

小化するために重要となるのは、卸からの電力購入量、蓄電池の運用計画、そして最終的な

コストそのものの値である。まずは２つのモデルの卸からの電力購入量を比較した図 4-8を

以下に示す。 
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図 4-8.２つのモデルにおける卸からの電力購入量の比較 

(晴→晴、曇→曇、雨→雨が不確実性対応型由来の結果) 

（矢印の左側が予報、右側が実天気、晴→晴ならば予報が晴れ、実天気が晴れとなる） 

(最適化型の結果は実線、不確実性対応型の結果は点線) 

(蓄電池容量を 2000kWh、予測時間 n=2としたもの) 

 

 図 4-8 は２つのモデルの計算結果の内、卸からの電力購入量を比較したものである。折

れ線の名前において、矢印を含む方が不確実性対応型の結果である。矢印の左側が予報、

右側が実天気を表しており、晴→晴であれば、予報が晴れ、実天気も晴れを表す。最適化

型は天候を既知のものとして動かしているため、比較にあたっては不確実性対応型におい

ても、予報と実天気が一致するものを採用して用いている。最適化型の結果は実線、不確

実性対応型の結果は点線である。 

 全体の流れとして、卸からの電力購入が９時から始まり、２１時に終わるという点に関

してはおおよそ一致している。特に雨の時を比較すると、最適化型の雨の結果と不確実性

対応型の雨の結果は 1 日を通して動きが一致しているところが多い。両モデルの各天気の

差を時間平均したところ、晴れが 22%、曇が 17%、雨が 11%であった。次に蓄電池の運

用計画における２つのモデルの結果比較の図 4-9 を以下に示す。 
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図 4-9.２つのモデルにおける蓄電池残量の比較 

(晴→晴、曇→曇、雨→雨が不確実性対応型由来の結果) 

（矢印の左側が予報、右側が実天気、晴→晴ならば予報が晴れ、実天気が晴れとなる） 

(最適化型の結果は実線、不確実性対応型の結果は点線) 

(蓄電池容量を 2000kWh、予測時間 n=2としたもの) 

 

 図 4-9 が２つのモデルにおける蓄電池残量を比較したものである。モデルと折れ線との

対応は図 4-8 と同様である。蓄電池容量は 2000kWh であるが、実際の運転では上下１割

はバッファとして用いないことが多いため、上限 1800kWh、下限 200kWh としている。 

 不確実性対応型はどの天気においても正午には蓄電池内の全ての電力を使用してしま

う。一方で最適化型の電力利用の上下動は安定しており、基本 1000kWh 以上で推移して

いる。卸の電力購入量とは異なり、蓄電池の運用においては両モデルの動きはかなり異な

るものとなった。最後に両モデルの総コストを比較した図を図 4-10 に示す。 
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図 4-10.２つのモデルにおける１年間の総コストの比較 

 (蓄電池容量を 2000kWh、予測時間 n=2としたもの) 

 

 図 4-10 は１年間モデルを動かしてかかった全てのコストの合計額を両モデルで比較し

たものである。コストに含まれるものは系統からの電力購入量、卸からの電力購入量、電

力需要に対応できなかった場合のインバランスペナルティであり、蓄電池の初期費用など

は含めていない。 

 合計額は最適化型が 129.8 百万円、不確実性対応型が 145.0 百万円であった。不確実性

対応型の方が 11.6%コストが多くかかるという結果である。一方で、不確実性対応型は実

世界の天候の変化にも対応できるように構築されているという長所をもつ。それがどの程

度の対応力なのかを見るために、予測時間 nを変化させて感度分析をする。 

 

4.3. 感度分析 

4.3.1. 太陽光が急減した際の感度分析 

 

予測時間 n は長く取れば取るほど経済性をより正確に評価でき、費用が少なくて済む。

よって感度を分析する際には、リスクの高いデータを選ぶことが好ましい。リスクが高いと

は、コストが多く発生することであり、つまりインバランスが多く発生しやすい天候である

と考えられる。インバランスが発生しやすい天候は、太陽光が急に激減する天候である。天

気が良いとプログラムが判断した場合には、蓄電池内に電力を余分に貯めることなく運転

する為、急な電力不足に対応できないからである。よって太陽光が急に減少するような天候

を抽出した。評価基準の式を式(4-2)に示す。 
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max(t-1時における太陽光発電量−t時における太陽光発電量)         (4-2) 

 

式(4-2)は対象の時間の１時間前の太陽光発電量から、対象の時間の太陽光発電量を減算

し、その１日の最大値をとったものである。これを用いる事によって、天気が急激に悪化し

た度合いを見る事ができると考えた為である。この値が大きいほど１時間で供給される電

力が減少しているからである。それをまとめた図を図 4-11 に示す。 

 

 

図 4-11.太陽光発電減少量の一日の最大値のヒストグラム 

 

図 4-11は太陽光発電の減少量について前述した式を用いて値を出し、ヒストグラムに

したものである。125kWh 以上の日が３６５日のうち３日であった為、この３日間を「天

気急変日」と呼び、リスクの高い日として感度分析に用いる事とする。採用した天気急変

日における太陽光発電量の変動を図 4-12に示す。 
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図 4-12.天気急変日の太陽光発電量 

(横軸の timeは 30分ごと) 

(time の 1が 0:00、48 が 23:30 を表す) 

 

図 4-12は天気急変日の太陽光発電量をグラフにしており、横軸の単位は 30分である。

天気急変日１と２は図の２８から２９の急落が一日の太陽光の減少値であるのに対して、

天気急変日３は２２から２３での急落が最大である。これら３日の例を用いて、予測時間

n におけるコストへの感度を見る。予測時間 n を天気急変日のコスト計算に用いた場合の

図を図 4-13に示す。 
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図 4-13.天気急変日における予測時間 n とコスト 

(蓄電池容量は 2000kWh) 

 

図 4-13は天気急変日を対象として１日あたりのコストを算出し、予測時間 n の感度を

調べたものである。コスト算出においては、天気急変日である３日間の平均値を用いてい

る。予測時間 nには１から６までを代入した。結果は 1hが 33.2 万円/日、2hが 31.0 万円

/日、3hから 6hまでが 29.8 万円/日であった。3h 以上は全て同じ値であるため、３時間

先まで予測に含めればリスクヘッジはできていると考えられる。3h のコストの値に対し

て、2hが 3.9%増、1h が 11.4％増であった。 

 

4.3.2. 電力需要の変動に関する感度分析 

太陽光発電量に続いて、需要が変動した際の感度分析を行う。まずは電力需要が変動した

日の選択方法であるが、式(4-1)による予測をもとに、より予測より上ぶれした日を選択す

る。すなわち、一日合計でもっとも予想より電力需要が多かった日を採用した。電力需要が

多い日における、コストとの関係性を示した図を図 4-14に示す。 
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図 4-14.電力需要が予測値の場合と多い場合におけるコスト比較 

(不確実性対応型モデルを利用) 

(需要普通は需要が AR モデルによる予測値のもの、需要増加は実際値) 

(蓄電池容量は 2000kWh、予測時間 n=3) 

 

図 4-14は電力需要が予測よりもっとも上ぶれした日における、電力需要が予測通りで

ある場合のコストと電力需要が実際の値である場合のコストを比較したものである。予測

時間 nには図 4-13の結果を踏まえてもっともリスクをヘッジしている 3時間予測を用い

た。電力需要自体が 5.9%増加なのに対して、コストは 7.7%と増加という結果であった。

電力需要の増加割合よりもコストの増加割合の方が高いため、不確実性に対応できていな

いようにも見えるが、電力不足によってインバランスが発生した場合電力価格は通常の 3

倍となる為、それを加味すると変動を抑えていると考えられる。 

 

 

4.3.3. 蓄電池容量の感度分析 

太陽光発電量と電力需要の他に、蓄電池容量を変更したらどのようにコストに影響する

かをみた。分析にあたっては、天候の状況や電力需要の変化などを複合させる必要はないと

考えた為、最適化モデルを用いた。最適化による蓄電池容量に対するコストの変化を表した

図を図 4-15に示す。 

 



 

56 

 

 

図 4-15.蓄電池容量ごとのコスト 

(最適化型を利用) 

(2000kWh のコストを１とした比率) 

 

図 4-15 は最適化型を用いて蓄電池容量ごとのコストを、導入されている 2000kWh を１

として比率で表したものである。蓄電池の容量を減らすとコストが増え、容量を増やすとコ

ストが減る。容量を増やすことによるコストの減少幅は徐々に小さくなる為、初期投資との

兼ね合いをみながら、ベストな蓄電池容量を見つける必要がある。続いて天気急変日に対し

て蓄電池容量を増やした場合のコスト変化を表した図を図 4-16 に示す。 
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図 4-16.天気急変日に対する蓄電池容量ごとのコスト 

(不確実性対応型モデルを利用) 

 (予測時間 n=3) 

 

図 4-16は天気急変日において蓄電池の容量を変えることでどれだけコストが変化するか

をみたものである。コストは容量 2000kWh に対し 298054 円/日、容量 3000kWh に対し

291141 円/日、容量 4000kWh に対し 289678 円/日であった。容量 4000kWh にした場合、

2000kWh と比較して 2.8%のコスト削減である。次に需要が増加した日に対する、蓄電池容

量ごとのコスト変化を表した図を図 4-17に示す。 
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図 4-17.需要が予測より増加した日に対する蓄電池容量ごとのコスト 

(不確実性対応型モデルを利用) 

 (予測時間 n=3) 

 

図 4-17は１年で需要が予測より最も増加した日における蓄電池容量ごとのコストを表し

たものである。コストは容量 2000kWh に対し 336463 円/日、容量 3000kWh に対し 312392

円/日、容量 4000kWh に対し 297706 円/日であった。容量 4000kWh にした場合、2000kWh

と比較して 11.5%のコスト削減である。図 4-14 では需要の増加が 5.9%であった時、コス

トは 7.7%増加するという結果であったが、それに対して蓄電池容量を大きくすることで対

応可能であることがわかった。 

 

4.4. まとめ 

結果を見る上ではまず、太陽光発電量や電力需要の変動の要因を分析した。太陽光におい

ては気象庁の天気[25]を用い、電力需要においては AR モデルによる回帰分析を行った。電

力需要の予測では平均誤差率 4.82%という精度を出した。 

次に不確実性モデルによる、電力事業の分析を行った。まだまだ系統からのバックアップ

に頼っている部分が大きいことや、予報が外れるとインバランスが大きく発生してしまう

ことがわかった。一方で予報が当たれば、卸からの電力調達によりコストを抑えることがで

きるという結果であった。 

二つのモデルの比較では、蓄電池や卸からの電力購入量、１年間の総コストについて行っ

た。蓄電池の運用計画では両者は一日を通じて近しい動きをみせ、各天気の差を時間平均し

たところ、晴れが 22%、曇が 17%、雨が 11%であった。卸からの電力購入量は最適化型が

1000kWh 以上の安定的な推移をみせるのに対し、不確実性対応型は昼に全て使ってしまう
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という全く異なる動きをした。１年間の総コストにおいては不確実性対応型が最適化型よ

り 11.6%多くコストがかかるという結果となった。 

 しかしその差は天気が予報通り動いた場合である為、天候や電力需要が予想外の動きを

した場合に不確実性対応型がどれだけリスクヘッジできるのかをみた。太陽光発電量が急

に減少するような日に対して、もっともコストを抑えられるのは予想時間 3 時間以上の時

であった。電力需要が予測より多い場合は、電力需要が予測より 5.9%多いのに対して、コ

ストは 7.7%多いという結果であった。インバランスが通常の電力の価格の 3 倍であること

を加味すると、リスクをヘッジしていると考えられる。最後に蓄電池の容量ごとのコストも

調べた。2000kWh でもかなりの導入量であるが、太陽光発電量は不足している為、まだま

だ導入するメリットは大きいことがわかった。天気急変日においての蓄電池ようりょうご

とのコストは容量 4000kWh にした場合、2000kWh と比較して 2.8%のコスト削減であっ

た。それに対して、需要が増加した日においては、容量 4000kWh にした場合、2000kWh と

比較して 11.5%のコスト削減となった。太陽光発電量の変動に対しては、不確実性対応型を

用いることで、最適化型のコスト 11.6%増のモデルを作ったのに対し、需要の増加に対して

は、対応できているかが明瞭ではなかった。しかし、蓄電池の容量を増やすことで需要の増

加に対しても対応ができるということがわかった。 
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第5章 結論 

5.1. 結論 

電力自由化を発展させていく為の地域の電力事業者の拡大には、電力需給のコスト最小

化システムが重要である。そこで本研究では再生可能エネルギーと定置型蓄電池を導入し

た街区 Kでの電力需給モデルの作成を行った。 

モデルの作成にあたっては、他にはない点として最適化と不確実性への対応の両立を目

指した。濱田[17]のモデルの不確実性計算にあたる部分を排除した最適化型と著者が作成し

た天気や電力需要の不確実性を考慮した不確実性対応型を併用することで、計算の正確性

を立証しつつ現実世界に対応するプログラムを構築した。 

不確実性に対する予測として、太陽光発電量に対しては天気予報で、電力需要の不確実性

に対しては AR モデルによる回帰分析で対応した。AR モデルでは平均誤差率 4.82%という

精度であった。 

結果としては、まずは不確実性対応型による街区 K の電力需給の概要を確認した。現在

の太陽光発電のパネル量と蓄電池容量では、系統からの供給が不可欠であることがわかっ

た。また、天気予報が晴れであり、実天気が雨であるとインバランスが多く発生することも

わかった。コスト面では予報と実天気が一致した場合、不確実性対応型であってもコストが

抑えられるという結果となった。 

次に両モデルの結果の比較を行った。実天気が予報通りであり需要も平均であった場合、

卸からの電力購入量においては、1 日の全体の動きがおおよそ近しい動きをしていた。各天

気の差を時間平均したところ、晴れが 22%、曇が 17%、雨が 11%であった。蓄電池の運用

計画では、最適化型は安定した動きをし、不確実性対応型は昼に全て使ってしまうという結

果であった。一年間のコストの比較では、最適化型に対して不確実性対応型のコストが

11.6%多い値となった。 

感度分析においては、太陽光発電量と電力需要、蓄電池容量について行った。太陽光発電

量が急に減少する日では予測時間が 3 時間が最適の値であるとわかった。電力需要の分析

では、電力需要が予測より最も多い日を抽出して検証を行った。結果は電力需要が 5.9%増

加なのに対して、コストは 7.7%と増加というものであった。しかし蓄電池容量を 2000kWh

から 4000kWh に大きくすることで、コストは増加したところから 11.5%減少する。蓄電池

容量においては、現在の 2000kWh に対して、容量を増やすことでまだまだコスト減少の余

地があることがわかった。 

本研究の要点は「新しく作ったモデルが有効な電力購入量や運用結果を出しているか」や

「モデルの妥当性を確認できているか」及び「新しいモデルによるメリットはどこか」の３

点にあると考える。結果の有効性に対しては、電力需給の内訳やインバランスの発生の仕方

をみると、現実世界に適合した結果が出ている為、問題ないと思われる。モデルの妥当性に

おいては最適化モデルとの比較が重要となる。卸からの電力購入量には問題はない一方で、
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蓄電池の運用は両モデルで異なった動きをした。しかし運用計画に相違はあるものの、総コ

ストにおいては天気が全く予報通りであった場合で 11.6%の違いであり、現実の不確実な

天気の中では天気予報をより詳細に取り入れることにより、さらに差が縮まることが想定

される為、妥当な動きをしていると考える。最後に本モデルのメリットであるが、まずは太

陽光発電量の変動に対して、不確実性を加味したままコストの増加を抑えたモデルとなっ

ていることがあげられる。需要の変動に関しては、発電資源が少ないと対応できない面もあ

るが、蓄電池の容量を増やすことでコストを抑えられることを示した。またその他のメリッ

トとして、計算量が少ないことが挙げられる。本モデルは確率 DPを用いており、1年を全

通り計算する最適化型に加えて、毎時間に 3 時間先までの計算しか行わない。これは実際

の運転を鑑みるに、大きな利点であると考える。 

  



 

62 

 

5.2. 今後の課題と展望 

本研究の課題は、まずは天気の分類が３通りであることが挙げられる。天気は晴れ、曇り、

雨だけでなくさらに細かく予報されている。それをより細分化して予測に組み込み、卸の電

力購入量を判断することでより最適化型のコストに不確実性対応型のコストを近づけるこ

とができるはずである。 

二つ目として、実際の事業にあわせた分析が挙げられる。蓄電池の初期投資費用や太陽光

パネルの設置費用を知ることで、それらを加味したコストの分析ができる。その際の最適な

導入量を算出することで電力事業の一助になると考える。 

今後の展望においては、１つ目に不確実性を含めた状態での精度の向上がある。具体的に

は天気予報の細分化や、期待値だけではなくリスクヘッジを考慮した卸の電力購入量、太陽

光発電の予測に対する季節性の考慮などが挙げられる。 

２つ目は実際の運転に際してのヒヤリングが挙げられる。今後蓄電池や太陽光発電の容

量を増やす計画があるかどうかや、これから投資できる金額、どの程度リスクヘッジをする

べきか、詳細には蓄電池の上下何パーセントがバッファであるのかなど、モデルの精密化に

必要なことが多くある。 

  



 

63 

 

参考文献 

※インターネットの文献の最終アクセス日はすべて 2019 年 1月 23日である。 

 

[1] 警察庁緊急災害警備本部(2011)平成 23 年東北地方太平洋沖地震の被害状況と警察

措置 

[2] 経済産業省資源エネルギー庁(2015)「エネルギーシステムの一体改革について」

http://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/energy_system_reform/ 

[3] 経済産業省資源エネルギー庁(2017)「電力小売全面自由化で、何が変わったのか？」

http://www.enecho.meti.go.jp/about/special/tokushu/denryokugaskaikaku/denryokujiyuka.

html 

[4] 経済産業省資源エネルギー庁(2018)電力調査統計 

http://www.enecho.meti.go.jp/statistics/electric_power/ep002/  

[5] 日本総合研究所(2016)「特集自治体も電力事業」,Eneco,Vol.2 

[6] 新電力ネット(2015)「新電力事業の課題」 

https://pps-net.org/theme 

[7] 経済産業省(2017)「電力市場における競争状況の評価」 

http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc/pdf/077_03_02.pdf 

[8] 竹内恒夫(2016)「電力全面自由化による地域社会への期待と提案 ―効果分析とドイツ

の事例」環境情報科学, vol.45-1 

http://www.enecho.meti.go.jp/appli/public_offer/1701/170131a/pdf/2.pdf 

[9] ソーラーサポートセンター(2019)「最新！2019 年太陽光発電の売電価格|推移と今後

の買い取り価格も解説」 

https://sorasapo.com/solar-feed-in-tariff-price-kwh 

[10]ドイツ連邦ネットワーク庁 (2016)「Monitoring Report 2016」 

https://www.bundesnetzagentur.de/SharedDocs/Downloads/EN/BNetzA/PressSectio 

n/ReportsPublications/2016/MonitoringReport_2016.pdf?__blob=publicationFile&v= 3 

[11]一般社団法人海外電力調査会(2016)「各国の電力事業(ドイツ)」 

https://www.jepic.or.jp/data/global05.html 

[12]松井英章(2013)「電力自由化と地域エネルギー事業―ドイツの先行事例に学ぶ―」JRI

レビュー, Vol.9, No.10 

[13]M. Engelken, et.al.(2016)「Transforming the energy system: Why municipalities strive 

for energy self-sufficiency」Energy Policy, vol.98, pp.365-377 

http://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/energy_system_reform/
http://www.enecho.meti.go.jp/about/special/tokushu/denryokugaskaikaku/denryokujiyuka.html
http://www.enecho.meti.go.jp/about/special/tokushu/denryokugaskaikaku/denryokujiyuka.html


 

64 

 

[14]K. Berlo, et.al.(2016)「The Incumbents' Conservation Strategies in the German Energy 

Regime as an Impediment to Re-Municipalization -- An Analysis Guided by the 

Multi-Level Perspective」Sustainability,vol.9,No.1,pp.53-65 

[15]資源エネルギー庁(2017)「地域の特性を活かしたエネルギーの地産地消促進事業費補

助金」 

http://www.enecho.meti.go.jp/appli/public_offer/1701/170131a/pdf/2.pdf 

[16]北風亮(2016)「電力自由化時代における地域自治体の電力事業―現状、課題、今後の

可能性」環境情報科学, vol.45-1, pp.32-38 

[17] 濱田朋宏(2017)「地域電力事業者の運用改善のための蓄電資源導入に関する研究」東

京大学大学院工学系研究科 2017 年度修士論文 

[18] 小澤暁人(2015)「生活行動の違いを考慮した家庭における省エネルギーの可能性評

価」東京大学大学院新領域創成科学研究科 2015 年度修士論文 

[19] 野原珠華(2017)「小中学校の電力需要の統計的モデルによる予測と需要構造の分析」

東京大学大学院新領域創成科学研究科 2017 年度修士論文 

[20] 近藤ら(2015)「時系列解析による住宅における電力消費量予測モデルについて」エネ

ルギー資源学会,第 37 巻, pp. 34-42 

[21] 市川ら(2015)「家庭内生活パターンを考慮した電力需要予測手法」情報処理学会,第

1 巻(全 2 巻),pp.1-5  

[22] 小澤ら(2013)「マルコフ連鎖を用いた生活行動再現による家庭エネルギー需要の推

定」環境情報科学学術研究論文集,第 27 巻,pp.97-102  

[23] 小澤(2015)「アンケート調査に基づく家庭エネルギー需要モデル」エネルギー資源学

会,第 36巻,pp.12-23 

[24] JEPX取引概要(2019)日本卸電力取引所取引ガイド 

http://www.jepx.org/outline/pdf/Guide_2.00.pdf?timestamp=1547463818586 

[25]国土交通省気象庁(2016)過去の気象データの検索 

http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/select/prefecture00.php 

[26]灰田ら(1996)「重回帰手法に基づいた最大需要予測支援システムの開発」日本オペレ

ーションズリサーチ学会,第 41 巻,pp.476-480 

[27]田中ら(1996)「重回帰分析と階層型ニューラルネットによる翌日最大電力需要予測」

日本オペレーションズリサーチ学会,第 9 巻,pp.466-503  

[28]石岡ら(2000)「NN 応用電力需要予測システムの開発」電気学会,第 120 巻,pp.1550-

1557 

[29]飯坂(2004)「構造化ニューラルネットワークの新しい学習法と最大電力需要予測への

適用」電気学会,第 124 巻 pp.347-354 

[30]北沢雅光(2016)「家庭の電力消費データの統計的モデリングに基づく省エネルギー策

に関する研究」東京大学工学部システム創成学科 2016 年度卒業論文 



 

65 

 

  



 

66 

 

謝辞 

本研究は東京大学新領域創成科学研究科環境システム学専攻にて 2016 年 4 月からの 2

年間行ったものです。論文の締めとして協力していただいた方々への感謝を申し上げたい

と思います。 

 

指導してくださった吉田好邦教授には、毎週時間をつくっていただき的確なアドバイス

をいただき本当に感謝しております。見当違いの成果を提出してしまったことも多々ござ

いましたが、私の目線に立って失敗しても非難することなく親身になって、粘り強く方針

をたててくださったことに心からお礼を申し上げます。 

 

副査として指導していただいた中島謙一客員准教授には論文の骨子や、主張したい内容

に対する意見など、本質となる部分に関するアドバイスをくださり、研究の方針を見直す

機会となりました。誠にありがとうございました。 

 

濱田さんの GAMS のプログラムに関して、松橋隆治教授からは詳細な説明をいただき

ました。本プログラムを構築する上での非常に重要な参考となりました。ありがとうござ

いました。 

 

吉田研究室の先輩である小澤暁人さんには、お仕事の時間を割いて確率 DP に関する説

明をいただきました。多段階の期待値計算の理解に大きく繋がりました。ありがとうござ

いました。 

 

吉田研や井原研の方々にもお世話になりました。発表に対しての意見や、論文の執筆に

関するアドバイスをいただきました。ありがとうございました。 

 

最後にこれまで支えてくれた両親と、学業に躓いた時にいつも親身になってくれた友人

の鈴木に感謝の意を申し上げます。 

 

北沢雅光 

 

 

 

 

 

 



 

67 

 

A 付録 

 まず街区 Kの７施設の電力需要について示す。
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図 A-1.街区 K の対象施設の電力需要 

(縦軸は kWh、横軸は時間軸であり、一番左が月曜日、一番右が日曜日) 

（軸は図 2-2 に同じ） 

 

次に Eviews を用いた対象７施設の電力需要の回帰分析の結果を示す。 
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表 A-1.キャンパスの電力需要の回帰分析（変数名は都合により修正） 

 

 

表 A-2.高校の電力需要の回帰分析 

(HDEL が高校の電力需要を表す
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表 A-3.警察署の電力需要の回帰分析 

(PDEL が警察署の電力需要を表す) 

 

 

表 A-4.総合福祉センターの電力需要の回帰分析 

(PRDEL が総合福祉センターの電力需要を表す)) 
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表 A-5.児童相談所の電力需要の回帰分析 

(CHDEL が児童相談所の電力需要を表す) 

 

 

表 A-6.市役所の電力需要の回帰分析 

(CDEL が市役所の電力需要を表す) 

 

 

 続いて施設合計の実需要と回帰分析による予測需要とを図にしたものを示す。 

 

 

 



 

72 

 

 
図 A-2.実需要と回帰分析による予測需要(１月分) 

 

 

図 A-3.実需要と回帰分析による予測需要(２月分) 

（縦軸が kWh、横軸はデータ３０分値、以降の図も同様） 

（Series１が実需要、Series２が予測需要、以降の図も同様） 
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図 A-4.実需要と回帰分析による予測需要(３月分) 

 

 

図 A-5.実需要と回帰分析による予測需要(４月分) 
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図 A-6.実需要と回帰分析による予測需要(５月分) 

 

 

図 A-7.実需要と回帰分析による予測需要(６月分) 
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図 A-8.実需要と回帰分析による予測需要(７月分) 

 

 

図 A-9.実需要と回帰分析による予測需要(８月分) 
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図 A-10.実需要と回帰分析による予測需要(９月分) 

 

 

図 A-11.実需要と回帰分析による予測需要(１０月分) 
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図 A-12.実需要と回帰分析による予測需要(１１月分) 

 

 

図 A-13.実需要と回帰分析による予測需要(１２月分) 
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